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Ⅰ　課題と対象

本稿の目的は，地方においてやりがいある仕 
事を創りだし，地方での生活を豊かにしていく
のかを論じることにある。筆者ら研究グループ 1）

は 2008 年リーマンショック以降，地方にいる不

特集●東京圏一極集中による労働市場への影響

地方労働市場と地方高卒・大卒出身
者のライフコース
――地方女性自営業の創業事例をふまえて

本稿は進学や職業や結婚などの選択と地理的移動＝住居移動を捉える視点であるライフ
コースに着目し，地方の若者が抱える労働と生活の問題に接近する。若年者の就職は新規
学卒市場の動向が注目されやすいが，それはあくまでも一時点での労働需給関係にすぎ
ない。にもかかわらず，当該時点の需給ミスマッチは人生を大きく左右する。特に進学・
就職においては，地方出身者は地理的・経済的に不利益を被りやすいだけでなく，将来
に亘り影響し，社会保障上の重要な課題にもなっている。このことに関して，本稿では，
次のことを指摘する。第一に，地方出身の高卒・大卒者は地域・学歴・性により格差構造
が存在している，第二に，労働市場は流動化しているなかで地方・都市間の格差是正に
ついての政策が十分に展開していない，第三に，その結果として，労働と生活のミスマッ
チが地方労働市場との関係で起きている，第四に，「地方創生」政策や地元就職率を上げ
る施策では，地域間格差を拡大する可能性があることである。これらを指摘した上で，本
稿では，ライフコースの標準が崩れたなかで労働市場から自立する動きをみせている地方
の創業に注目した。なかでも不利な状況にある地方女性の創業について，やりがいを軸に
した仕事作りや生活とのマッチングの成立条件と課題について論じる。結論として，地方
に若者を残すという視点ではなく，若者がやりがいある自営業にスピンアウトするための
雇用セクターや公共セクターの基盤作りが重要であること，これらセクターから自立した
やりがいを支える人的ネットワークの支援が欠かせないことを指摘する。

石井　まこと
（大分大学教授）

安定就労にある若者の生活・仕事の軌跡を検討
し，そこから導き出される政策課題を明らかにし
ようとしてきた。そこでは，地方在住の若者の展
望をもとうと静かにもがく希望や諦めを浮き彫り
にする結果になった。しかし，われわれの研究が
明らかにしてきたのは，非正規雇用の拡大によっ
て標準的なライフコースが崩れ，地方の若者は自
立基盤を失うことで，「地方消滅」（増田 2014）的
状況が進んでいることであった。

これに対して，われわれは良好な雇用あるいは
自営業を生み出すまちづくり，医療・福祉などソ
ーシャルな雇用を支える公共セクター 2）の創出，
非正規雇用等の処遇改善，長時間労働やハラスメ
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ントを改善するディーセント・ワークの実現を地
方レベルで展開することを提言した（石井・宮本・
阿部編 2017：124-126）。つまり，地方に根付こう
とする若者を対象にした仕事・生活保障の体系を
作っていくことの重要性を論じた。

われわれは地方の若者の調査を通して，会社に
職を得て生活を成り立たせる標準的なライフコー
スが成立していないにもかかわらず，その標準に
合わせようとするために，生活を安定化させられ
ず，家族形成も見通せない事例に数多く出合って
きた。農業や小規模事業や自営業といった就業先
の多い地方に，都市雇用者の社会標準を当てはめ
ることが難しいにもかかわらず，会社を中心とし
た制度設計のみが続いている。

こうしたなかで，われわれは良好な雇用や自営
業が地方レベルでいかに可能かということに焦点
を絞って研究を続けることにし，新たな研究グル
ープ 3）を立ち上げた。その目的は，「地方圏を支
える『人的つながり』の生成メカニズムとそこに
展開する創業者の地方圏のとらえ方を明らかにす
ることを通じ，疲弊していると言われる地方圏経
済社会を持続可能性のある経済社会に変革する諸
条件を解明する」4）とした。標準的なライフコー
スとは一線を画そうとし，労働と生活のあり方を
模索している地方の自営創業者を対象にして，そ
の仕事と生活のあり方から，雇用労働のオルタナ
ティブとしての可能性について検討を重ねている

（石井 2018）。
その研究成果の 1 つとして，本稿では，地方の

若者を取り巻く労働市場の動向と若者の地域間移
動との関係について論じる。都道府県別の進学率
格差はますます拡がっている。高卒就職は少子化
や進学率上昇で減少しつつも，県内就職比率は高
まっており，地域間移動は低下している。また，
大学所在地と就職先は連動しやすく，地方自治体
の取り組みとして，進学で流出していった学生を
地方に戻そうとするが，地方に良好な雇用や自営
業は多くはない。このなかで，進学・就職の際に
地元から出られない若者の貧困リスクは高まって
いる。労働市場は流動化しているのに，自由に主
体的に移動できない矛盾である。このリスクをい
かに低減させるのかが課題である。

解決策の 1 つとして，政府は「地方創生」政策
を推進している。しかし，同政策は地方の人口減
少対策に特化しており，自由な選択で生活を豊か
にするのではなく，東京一極経済を支えるための
地方人口の維持策という問題を抱えている（中澤
2016）。

本稿では若者が地方での生活をふまえ，仕事と
生活を選択してきたライフコースに留意する 5）。
労働市場は流動性が高まり，新規学卒者が標準的
なライフコースを辿ることは標準ではなくなって
いる。このとき高校・大学は，地方の労働市場の
変化や課題をふまえたライフコースの視点からの
就職指導が求められる。

そこで本稿では地方でのやりがいのある多様な
働き方の展開可能性とともに，こうした多様な労
働と生活を作ろうとしている人たちに対して，社
会や教育機関はいかなる対応をとるべきかについ
て，あわせて論じていきたい。

Ⅱ　地方若者のライフコースの変化と労
働市場

1　地域と学歴と性によって分断されている労働市場

まず，新卒者の地元就職の動きをみてみる。高
卒者について，県内就職比率は青森，岩手，高
知，宮崎，鹿児島，沖縄などの周辺地域を除き，
地元志向へと動いている。一方，県外就職率の高
い県は，県内の産業基盤のぜい弱性も影響し，地
元に残る選択肢は少なく，地理的移動の自由を確
保する意味では産業・企業誘致は重要な課題の 1
つである。

しかし，県外就職しても，労働条件や人間関
係，あるいは家族の事情によって，地元に戻らざ
るをえない若者も多い。県外就職者を一定規模で
追跡調査をすることは難しい。断片的であるが，
われわれが 2000 年代に行ってきた地方に住む若
者たちの調査でみると，非正規雇用のままで雇わ
れ続けたり，長時間労働に疲れたり，友人ができ
ない，結婚や親の病気・介護などといった本人の
意思だけでなく多様な要因で地元に戻らざるをえ
ない（石井・宮本・阿部 2017：28-29）。
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次に，大学への進学率を都道府県別にみると，
大きな地域間格差が存在し，しかも，この格差
は近年拡大傾向にある。上山（2012）によると，
1990 年までは都道府県間の進学率格差は是正さ
れてきたが，1990 年以降 2010 年までは格差は拡
大傾向にある。また，朴澤（2016）は，若年者の
相対就業者数（高卒就業者数に対する大卒就業者の
比）が少ない県，あるいは相対賃金（高卒平均賃
金に対する大卒平均賃金の比）が高い県ほど大学進
学率や県外進学率が低くなっていることを示して
いる。

このように高卒と大卒の学歴間の地域間分断
は 1990 年代に進み，2000 年代には経済的格差を
伴い，大卒就業者が少なく，大卒就業者の賃金が
相対的に高い地域では，大学進学率がますます低
下する傾向にある。こうした相対的賃金が高い地
域は低賃金の高卒市場が広がり，大卒労働需要は
少ない。地方では高い賃金を獲得する女性は少な
く，家庭も企業も女性を人的資本の投資対象とせ
ず，女性の低賃金が続く悪循環も発生しているこ
とが懸念される。こうしたことが放置されている
のは，吉川（2006：250-256）によるところの学歴
格差が固定化し，「豊かさの中の不平等」が進ん
でいる証左とも考えられる。

2　地域間移動できない若者と進学率の地域間格差

若者が自由に移動できないことは石黒・李ほか
（2012）や堀（2016）がすでに独自の調査で明らか
にしている。高い移動費用や学費を支払える高卒

者や自らの負担を厭わずコストを支払える者は，
都道府県域を越えて，賃金の高い仕事や地方には
存在しない仕事を目指し，移動する。

図 1 をみてほしい。2018 年における 4 年制大
学への進学率（『学校基本調査』）と一般労働者

（『賃金構造基本統計調査』）の都道府県別所定内給
与（男性）とは相関係数は 0.83 と強い正の相関を
示し，回帰分析においても決定係数 0.69 と回帰
式が成立している可能性が高い。賃金水準の低い
地域は高い学費をかけて進学率を引き上げる誘因
が働かない一方，賃金水準の高い地域はより高い
賃金を求めて進学率が上がっていることがうかが
える。

その背景には人口構造や大学政策の影響もあ
る。1991 年の大学設置基準の大綱化により大学
は増加し同時に第二次ベビーブーマーや女性を吸
収してきたが，出口において就職氷河期に見舞わ
れた。この問題は四半世紀以上経った現在におい
て，これら世代の支援策を経済財政諮問会議「骨
太の方針」（2019 年 6 月）6）に盛り込まざるをえな
くなっている。しかし，支援の必要性はあるもの
の，内容は正社員化を目標にしており，それぞれ
が過ごしてきた背景とは無関係に標準へと軌道修
正をしようとするには限界がある。全てに支援が
届かないだけでなく，長期的な生活展望が開けな
い地方の労働市場や働きすぎに疲弊する都市の労
働市場を改善せずして，そこに押し込むことにな
るのならば問題は続くことになる。

こうした厳しい大卒者の就業環境をみれば「投

図１ 都道府県別にみた進学率と所定内給与の相関

出所：文部科学省『学校基本調査』，厚生労働省『賃金構造基本統計調査』
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資としての進学」を各家計が躊躇せざるをえなく
なる。それが，地域間格差として，移動できる若
者と移動できない若者を区分していることに留意
する必要がある。

2000 年代以降，一般労働者の賃金は相対的に
伸び悩み，大学の学費は高騰化しており，大卒で
の投資の回収が難しいことも親の「地元志向」を
高めていると考えられる。かつて高度成長期に

「金の卵」として都市に送り出された若者は，地
元での生活を展望できないという意味で移動の自
由が制限されていた。それが 70 年代に地方にも
工場展開が進む中で，移動の自由が進んだ。しか
し，われわれがここ 10 年でみてきた地元に残る
若者たちは，経済的にも移動が困難であったり，
移動しても地元に戻らざるをえない若者であった
りと，地理的な移動の自由に制約をもつ若者であ
った。地域間移動の減少は移動の自由が奪われて
いるともみれる。移動をしない自由は保障される
べきであるが，移動しないことで厳しい状況にお
かれているのであれば社会問題である。

若者は労働市場にとって「雇用の調整弁」の役
割を結果的に担わされてきた。産業構造の転換
が進むとき，活用されてきたのは若者と女性で
ある。現在は高齢者と外国人も調整弁になってお
り，調整弁の範囲は拡大してきている。この調整
活動は一時的短期的であるにもかかわらず，その
後のそれぞれのライフコースに甚大な影響を与え
やすい。特に若者は残りのライフコースが長く影
響が大きい。その一例は先に述べた「ロスジェ
ネ」7）問題である。

ここで気付かなければならないのは，新卒市場
の短期的な変化で，その後のライフコースの安定
軌道が崩れてしまうことである。ここで問題にし
たいのは，標準的なライフコースの軌道に乗れな
い者がいても標準的なライフコースが求められ続
けていることである。標準的な軌道から逸れた時
に仕事や生活を支える仕組みが求められている。
こうした取り組みを意識的にも無意識的にも実践
している若者は各地域に存在している。こうした
若者の取り組みをふまえ，後に地方で生活する若
者を育てる教育機関の役割について論じていく。

Ⅲ　ライフコース視点からみた地方労働
市場

1　労働市場流動化とライフコース

まず，標準的なライフコースが崩れているなか
での地方労働市場の実態についてみていこう。高
卒者は出身地域の労働市場の動向に，大卒者は出
身地域か大学所在地の労働市場の動向に左右され
る。初職選択は若者にとって大きな転機であるこ
とは間違いなく，初職選択を失敗すると失業・転
職リスクが生じる。日本型雇用システムに代表さ
れる標準では企業内昇進による上位への階層移動
を行う。初職でこの企業内昇進にアクセスできな
い場合や転職・離職により昇進ルートから外れて
しまうとより高い階層の労働市場にアクセスでき
ずに貧困リスクは高まる。

森 山（2012） は，1995 年 と 2005 年 の SSM 調
査を用いて，性別・学歴別に貧困へ至る過程分析
した結果，男性では失業の経験や専門性の低さが
貧困をもたらし，女性は配偶者の階層的地位に加
えて，初職が男性以上に貧困を左右していること
を明らかにした。これに地方を重ねあわせてみる
と，地方では階層的地位を高める労働市場は少な
く，そこにアクセスできる高学歴者も少なく，都
市以上に貧困が発生しやすい構造になっているこ
とがみえてくる。これを等しく若者雇用対策とい
う切り口で対応すると格差はますます広がってい
く（石井 2016）。

拙著（石井・宮本・阿部 2017）において調査し
た 2000 年代は 90 年代から流動化が本格的に進
み，急速に転職が増加する時期であった。拙著で
分析した地方に住む若者の事例では，表 1 のよう
に，1 つの仕事を続けられる事例は少ない。その
転職の理由は生活自立に向けての転職である。し
かし，2000 年代の労働市場は流動化が進み，自
立の道筋がみえてこないなかで転職は重ねられて
いく。初職やあるいは途中で正社員になっても非
正規・派遣との垣根は低く，正社員は長くは続か
ない傾向にあった。

表 1 のライフコースは明らかに日本型雇用シス
テムとは異なる。現在展開される地元就職率向上
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の取り組みも，こうした労働市場に張り付けるこ
とになれば，貧困促進策と批判されても仕方がな
い。このようにライフコースの軌跡を仕事につい
て辿るだけでも地方労働市場の課題がみえてくる

（中澤 2008）。1 つの労働市場に留まることが困難
になっているなかで，現在標準とされているライ
フコースはもはや 1 つのコースに過ぎないと考え
ることが適切である。キャリア教育は，労働市場
の変容から自由ではない個人が，労働市場での不
自由さを変えていくためにどうすべきか，そのた
めに個人として社会として何が必要かを考えるこ
とが求められている。

2　自立できない地方労働市場

われわれの研究のなかで，中澤は図 2 で調査対
象者の年齢と手取りの月収をプロットした図を示
した（石井・宮本・阿部 2017：150）。地方におけ
る標準とは何かがここから見えてくる。地方にお

いて年功型賃金に該当するのは，公務正規と，か
ろうじて医療・介護・保育や民間正規の部分にす
ぎない。さらに，40 歳近くになっても月収手取
り 20 万円は超えられず，10 万～ 15 万円に集中
する。

中澤は，インタビュー調査もふまえて，ここか
ら手取り 15 万円を自立可能な収入に，手取り 20
万円を家族形成可能な収入と仮定できることを導
出した（石井・宮本・阿部 2017：153）。家賃負担
が可能で自立生活が成り立つ 15 万円と，貯金が
でき，地方では必需品である車関係や携帯代を払
い，かつ女性が子育て期間中に働けなくても何と
かなる金額が手取り 20 万円である。

しかし，地方でこの水準を超える就労先は少な
い。不規則かつ長時間働く派遣や請負で集中的に
稼ぐことも可能であるが，健康上に問題を生じ，
長続きはしない。仕事の選択は地理的移動や社会
的階層の移動をも伴う。その仕事の賃金が生活や

表１　経済的自立が困難な地方労働市場での転職

Ａ－山形県女性：�（2006 年：18 歳）高卒→ガソリンスタンド正社員・10 万円→製造会社への派遣→旅館アルバイ
ト→（2014 年：26 歳）大学職員非常勤・12 万円

Ｂ－山形県男性：�（1993 年：18 歳）農業高校卒→製造業正社員・18 万～ 20 万円→他製造業会社→派遣会社→警備
会社→（2010 年：35 歳）公民館管理／警備業務派遣・9 万円

Ｃ－宮崎県女性：�（2004 年：18 歳）工業高校卒→専門学校→市役所臨時職員→洋服屋正社員→市役所臨時職員→
（2007 年：21 歳）展示施設のガイド派遣・12 万円

Ｄ－宮崎県男性：�（1997 年：18 歳）農業高校卒→建設会社正社員→（2007 年：28 歳）倒産後求職活動→（2008
年：29 歳）建築・土木業アルバイト・16 万円

注：�Ａ・Ｂは 2013 年山形調査，Ｃ・Ｄは 2010 年宮崎調査での聞き取りでの調査データを整理したもの。金額はインタビュー
で語られた手取り額。調査内容は石井・宮本・阿部（2017）に記載。
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図２　就業形態別にみた年齢と手取り収入

出所：科研費成果報告書「地方圏若年層の多様な就業機会と家族形成に関する地域間比較研究」

（https://kaken.nii.ac.jp/ja/file/KAKENHI-PROJECT-24330155/24330155seika.pdf）および石

井・宮本・阿部編（2017：150）



論　文　地方労働市場と地方高卒・大卒出身者のライフコース

No. 718/May 2020 59

社会階層を規定し，個人の価値観に影響を与え
る。正社員志向もこの考えから生じていると考え
られる。一方で，現実はこれまでみているように
生活を安定化させる標準コースはますます縮小化
し，地方では不安定な生活を余儀なくされつつ，
特に女性や低学歴者を中心に地方に閉じ込められ
ている。

3　労働と生活のミスマッチの克服

21 世紀に入り，労働市場が流動化していくな
かで雇用形態の多様化は正当化されていった。し
かしその生活や労働実態は，主体的な選択とは
言い難く，生活も不安定であり，支援なくして
自立はできない。このなかで，石井・宮本・阿部

（2017）で取り上げた若者たちは，不安定就労下
にはあったが，そうした経済的自立への諦めや失
望だけではなく，そこから抜け出していくための
希望や展望を掲げて日々生活していたことも明ら
かになっている。

たとえば，賃金や労働時間に不満があっても，
「貿易の事務を担当しています。派遣社員です。
満足な点・楽しいことは，仕事にやりがいがある
ことです」（36 歳女・短大卒），コンビニのバイト
でも「（今の仕事に）満足しています，はい。前働
いていたところと違って，あのー店長さんが，す
ごいあったかい人で」（19 歳女・高卒），ひきこも
り支援の NPO 法人職員では「人の変わる様が見
られる。今まで社会について考えることがなかっ
たが，お金以上のことを学んでいる」（30 歳男・
専門卒）などの表現に現れている（石井・宮本・
阿部編 2017：52, 129-130）。

これら標準コースとは一線を画している若者た
ちが，働きがいを獲得している。しかし，生活自
立という面においては，先にみた 15 万円，20 万
円の壁が立ちふさがる。われわれはライフコース
における結婚・家族形成についてもインタビュー
調査を行い，地方の若者の葛藤のなかで新たな結
婚像を見出そうとしていることもみてきた。現在
の労働市場では標準的な家族モデルへと辿り着く
ことは困難である。上述したように非正規でも働
きがいのある仕事はあるが，「とうてい手が届か
ないような結婚・家族モデルを前提として結婚

へ，出産へと駆り立てることは，非現実的であ
る」（石井・宮本・阿部 2017：208）と考える。

ここで家族形成を含む生活と労働市場の調整の
あり様が問題になる。労働市場で最もぜい弱な地
方の人々が，単なる労働力として経済システムに
組み込まれてしまわないための社会政策や教育が
求められている。すでにわれわれが調査した若者
の多くは正社員や年功型賃金で達成できる標準の
就労や標準の家族形成からは外れていた。そのた
めに社会保障制度から排除され，貧困リスクを個
人で背負うことになり，人口減少になるだけでは
なく，生活困窮者の増加と救済策の不在という

「地方消滅」が起きていくことになる。
生活と労働のマッチングについては，宮本

（2009）が労働市場とその他の 4 ステージ（教育 /
家族 / 失業 / 体とこころの弱まり・退職）とを行き
来する「交差点型」社会を提起して話題となっ
た。宮本はライフサイクルのステージとしてドイ
ツの労働経済学者ギュンター・シュミットのモデ
ルをふまえ，労働市場と 4 つのステージをつなぐ
仕組みや組織に注目した。なかでも宮本は「体と
こころの弱まり」と労働市場を架橋する「公益志
向の強い民間事業体」（宮本 2009：192）を「社会
的企業」として重視している。われわれがみてき
た若者の一部は宮本が指摘する仕組みを必要とす
る。こうした選択肢が誰にでも開けることは，労
働経済学的にも社会的にも意義がある。

一方で，このモデルは，ライフコース観点から
みると，各人をそれぞれのステージに張り付ける
ものであるようにもみえる。しかし実際の労働者
は 1 日のなかで，仕事をし，家族と過ごし，知識
を学び，食事や会話で疲れを癒す事を行ってい
る。労働市場からの 4 ステージという逃げ道を保
障するというだけではなく，労働と生活を同時に
豊かなものにするという視点でみる必要がある。
少なくとも次にみる若手創業者たちのライフコー
スも，非正規雇用に翻弄されている若者のそれ
も，生活志向のなかで労働市場からの自立を模索
していた。その労働と生活のミスマッチを調整す
る過程を検討することで，どのような労働と生活
の融合が模索されようとしているのかを観察し，
支援することが必要である。



60 日本労働研究雑誌

労働と生活の融合を図式化するには，図 3 のよ
うな道教の太極図を労働と生活に置き換えると分
かりやすい。太極図は相補的関係性（陰陽が相補
的），相互転化性（陰中陽，陽中陰），分割可能性
を表している（菅村 2003：38）。労働と生活は時
間においても相補的であり 24 時間内で分割可能
でもある。例えば，通勤・結婚（家族形成）・余
暇などの生活との関係のなかで労働は存在してお
り，所得・休暇・残業などの労働との関係で生活
内容が規定されている。

また，中澤は，次のように指摘する（石井・宮
本・阿部 2017：175）。高度経済成長期に出身地で
暮らすことを犠牲にして，安定した雇用を期待し
た「従業員としてのライフコース」が崩れ，組織
から自由な「個人としてのライフコース」を選択
する若者が増えている。しかし実態は，選択がな
く非正規等の「生存のためのライフコース」に駆
り立てられていると指摘している。

このことをふまえて，地方での格差や「生存の
ためのライフコース」と抗いながら「個人として
のライフコース」を創り出している若者に焦点を
あてる。この働き方の変化を媒介するものは何
か。図 3 では，企業の組織労働からは自立した人
的ネットワークをその触媒として取り上げてい
る。具体的には，学校の友人や同じ趣味をもつ者

や家族など日常生活から派生したつながりや企業
内でも企業活動とは一線を画した趣味・サークル
から友人のつながりを指している。次に紹介する
地方で創業活動をする女性たちは，地域間移動を
経験しながら，地元で働く選択を行っているが，
その経路であるライフコースは偶然性とともに人
とのつながりが創業への道を切り開いている。こ
うした女性の創業は，現在進められている「地方
創生」と軌を一にする流れであるように考えられ
るが，それとは異なるベクトルであることもみて
いく。その上で，地域間移動する女性たちの事例
からみえてくる地元高校・大学の役割について最
後に述べていく。

Ⅳ　「地方創生」と働き方の多様性

1　「地方創生」の方向性とは？

政府は「地方創生」政策を進めている。目的は
地方を含め国の人口減少を食い止めることにあ
る。しかし，中澤は「『地方創生』論には，一人
一人の人間が，生まれ落ちた境遇にかかわらず，
より充実した人生を追求できるようにするにはど
うしたらよいのかという問題意識が欠落し」（中
澤 2016：293），「内部における平等や公正を問う

労働 生活

労働志向
の増大

生活志向
の縮小

現在の働き方

働き方の変化

ライフコースの選択

従業員
・生存個人

企業外の人的ネットワーク
（学校・家庭・趣味・社会活動）

労働志向：賃金，休暇，残業時間等

生活志向：住居（通勤），家族，
余暇時間等

家族・教育・失業・
心と体の弱まり・退職

図３　労働と生活の統一的把握とライフコースの選択
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ことなく，国民経済や国家という全体の維持・拡
大が目的とされる」（中澤 2016：294）と批判する。

「地方創生」は個人の幸福追求の前に，東京を中
心とする国民経済を優先する考え方になっている
と警鐘を鳴らす。進学率の格差拡大は，移動する
自由がますます高まっていることの 1 つの現れで
ある。だからといって，進学率の格差を解消する
ために，大学無償化を進めればいいというわけで
はなく，非大卒でも自立した生活が可能であるこ
と 8），その上で選択肢としての大学があることが
求められている。

地方では進学や就労先を求めて女性が流出する
一方，選択肢のない女性は地方の低賃金市場に張
り付くことになってしまう。こうした地方からの
流出あるいは地方で不安定就労を重ねていくライ
フコースとは異なり，不安定就労でありながら
も，標準的なキャリア形成とは一線を画し，多
様性をもたらし，かつ自立している事例をみなが
ら，働き方の多様性を支えるための課題を提示し
たい。

ここでは，われわれが現在調査している長野県
や島根県で創業した女性の事例を紹介する 9）。地
方に住む女性たちは，「地方創生」において流出
を最も食い止めなければならない層である。この
女性たちが自分で仕事を作っていくプロセスは，

「地方創生」論においても注目されるところであ
る。しかし，それは利潤追求やビジネス志向では
なく，生業に近く，松永（2015：64-81）の言う，
顧客との関係を大切にする「小商い」や「ナリワ
イ」といった「新しい自営」である。それが少子
化問題の解決にはつながるとは現時点では言い難
い。ただし，地元で生活をしたいと考える若者に
展望や可能性を大きくする効果をもたらすのでは
ないかと考える。こうした地元で「小商い」を起
こすことが可能なスキルはどのように形成されて
いくのか，ライフコース分析でみていく。

2　地方出身女性による地方での創業事例

①雑貨・古書販売（T さん：30 代女性・高卒）
長野県の高校卒業後，軽井沢でアルバイトを 1

年ほど行い，東京でペンキ屋のアルバイトをして
いた。自分がしたいことをしたかった。東京時代

は地元には時々戻って，フリースクールを立ち上
げた高校時代の先生に「戻ってこないか」と誘わ
れ，東京から帰ってきた。スクールの看板を書く
手伝いをし，スクールが経営するブックカフェの
店長として，元保育士と T さんの 2 人で経営を
スタートした。その後に，新たにブックカフェが
できることになり，独立することを決めた。創業
にあたっては，銀行から 250 万円，親から 100 万
円を借りてスタートした。

仕事は古書販売だけではない。祖母の畑で小豆
を作って，どら焼きを販売し，週 2 回は障がい者
NPO での送迎のバイトをしている。収入を増や
すというよりも，違う仕事がしたかったので始め
たと言う。この NPO の仕事を始めたおかげで，
古書店の顧客に NPO 団体を紹介したり，そこの
NPO の商品も売ったりもするようになった。

仕事を始めてみると，出会いの幅が広がってき
た。古い車や家具のリペア職人とも知り合いにな
り，ネットワークが広がっている。1 年前に再会
した地元の映画館支配人からスタンプ帳に押す上
映作品のハンコを作ってくれというオファーがあ
ったので，自分で作った消しゴムスタンプを売る
ようになった。消しゴムスタンプの話は，軽い気
持ちで仕事を向けてくれたようだが，かなり情熱
を傾けてやっている。地元には版画文化もあった
ようで，それとの関連を話せる人もいて，楽しく
やっている。

今は「大人のごっこ遊びを本気でやっている感
じ」である。その場に巻き込まれているのがうれ
しい。今後も本屋として続けていきたいと思って
いる。売り上げは，古本が 6 割くらいで，残りが
ハンコやカフェ，委託販売などである。
「普通の人なら，とっくにやめていると思う」

が，古書店をやめようと思ったことはない。大丈
夫かなと思うことはあるが，そこまで深く考えて
はいない。

②パン製造販売（J さん：40 代女性・短大卒）
商業高校を卒業後，県外の短大で英語を学び，

地元に就職で戻る。しかし，地元には仕事がな
く，アルバイトをしながら，ハローワーク経由で
医療事務の紹介を受け，2 年程度勤務した。人間
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関係もあって辞めることを決めたあたりから公務
員の勉強をしだして，試験を受けたところ合格
して，行政の仕事をすることになった。10 年近
く働いて，30 歳過ぎた頃から「このままこの仕
事で終わるのは嫌だ」と思い，趣味でやっていた
パン作りを本格的にするために，県外のパン屋で
修行した。5 年くらいで独立できると思ったが 10
年近くかかった。パンは気候で作るプロセスが変
わり，それを習得するのには一定の時間がかかっ
た。

ただし，地元に戻ってきても，パン屋を開業で
きる適当な場所がなく困っていた。さらに，地元
の創業支援はあまり熱心ではなく，銀行も融資の
半分は自己資金でと言われ，とても開業できなか
った。その時，コーヒー豆を扱っているお店で知
り合ったレストランのオーナーがビジネスコンテ
ストのことを教えてくれ，そのコンテストに出る
ことでスムーズに開業できた。オーブンやお店の
開業資金 650 万円も融資してもらえた。こうした
支援がないと開業できなかった。

現在は年商 1000 万円程度。週末はパン屋で，
週の前半は移動販売やスーパーへの納品で，夜 9
時には寝て朝 3 時半起床で体力的にはきつい。母
親を手伝いで雇い，あとパートさんを 1 人雇って
経営し，生活は成り立っているが，休みは欲しい
ので，ネット通販などに展開できないか，工夫し
ているところである。

店舗は古民家を改装し，たまたま同時に喫茶店
をやろうとしていた夫婦と一緒に創業している。
古民家は市が空家バンクで提供していたものを活
用している。改装もボランティア等を組織して安
上がりに。SNS や地元のネットワークを利用し
た。

お客さんは県外からわざわざくる人が多く，パ
ン屋がなかった地域に徐々にパン文化が広がって
いる。いま高齢者にとって美味しいパンがないの
で，低糖質の美味しいパンを作ってみたいと考え
ている。

③喫茶店経営（S さん：20 代女性・専門卒）
地元の高卒後にホテルマンになるため，県外の

専門学校へ勉強に行った。地元にはホテル関連の

仕事がなかった。県外に出てからは，現在コーヒ
ーショップを共同経営している友人と 2 人でコー
ヒーショップを回るのが趣味だった。2 人は違う
地域の専門学校に行っていたが，時間をみつけて
はコーヒーショップめぐりをしていた。友人は栄
養士の資格を取りに別の地域の学校であったが，
よく逢っていた。

専門学校卒業したらホテルの就職が決まるはず
だったが，リーマンショックで就職が厳しく，ホ
テルの求人がなくホテルのレストランでバイトし
ていた。それからバイトをしていた先の先輩から
の紹介でホテルの契約社員になった。そこを 4 年
ほどでやった後，将来お店をする勉強のために，
ホテルの近くにあったコーヒーチェーン店にパー
トとして転職した。

そこから 2 年ほどして，地元に仕事のあてもな
く戻ってきた。コーヒーチェーン店の人からは社
員になることを勧めてもらうが，お店を開きたい
ことを伝えた。すると，「自分のやりたいことは
やったほうがいい」と後押ししてくれた。

実家に戻ったときに，同級生の集まりがあり，
その時に何となく「カフェをやりたい」と言った
話が，友人伝いで街づくりの NPO の人につなが
って，カフェにする空家を紹介された。いい物件
もみつかり，できる気になったので，海外にいた
友人に連絡したら，すぐに地元に戻ってきてくれ
た。

資金も何も考えておらず，物件さえあればと考
えていた。アルバイトをして少し資金をためたく
らいである。親はやりたいことをやればと言って
くれていた。レストランでアルバイトをしながら
準備をしていたら，店のオーナーはカフェを開く
にあたり，必要ないろいろなノウハウを教えてく
れた。お店にとってみれば，ライバル店を作るこ
とになるのに，いろいろ情報を提供し，非常に協
力してくれた。

その後，地元のビジネスコンテストに参加する
ことになり，大賞はとれなかったものの，行政か
らは，いろいろな補助金を紹介してもらい，さら
に，女性が起業するということで，新たに補助金
も作ってもらった。今後は，いまの活気を，もう
1 つ下の世代をどうやって巻き込めるのかが課題
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と考えている。

④ NPO 法人（M さん：50 代女性・大卒）
県外から進学を機に大学の所在地にある地域で

公務員となった。10 年ほど前に自治体の地域作
り支援で派遣された地域の計画が頓挫したのを機
に自分で地域の魅力探しを行った。当時はほとん
ど注目されていなかった羊や荏

え

胡
ご

麻
ま

の地域資源に
着目し，現地の人と交流をもつなかで，NPO 法
人を立ち上げ，週末には地域の人の特技を活かし
たイベントを行った。地域にいた喫茶店経験者や
趣味の菓子作りが上手な人に声をかけながら，カ
フェを立ち上げた。地域外からの人の流れを作
り，週末には他地域から平均 40 ～ 50 人が入り込
み年間 2000 人近くの人が来るようにまでしてい
る。「高校の頃から文化祭のイベント運営が好き
だったのが，今につながっている」という位置づ
けと考えている。

この他にも M さんは行政の仕事の傍ら，牧羊
や荏胡麻の商品開発について，現地の人と商品化
するノウハウを探求してきた。人事異動になって
も，数年間は住居を変えずに週末を地域活動にあ
てる生活をしていた。

M さんは，カフェで働く人材や羊の世話をす
る人材を，行政の補助金を活用し雇用した。M
さん曰く，「地域内にいては分からない情報が行
政にいると入ってくる」ので，それを地域に還元
するのが行政の人間が地域作りに貢献できる点で
あるとする。

最初は全くのよそ者であった M さんだが，羊
を飼っている人，荏胡麻を作っている人，喫茶店
経験者など，目的を持って地域の知り合いを増や
していくことで，地域の人の交流が増えている。

カフェはパートで雇っていた女性が関東の実家
に帰り，引き継いだオーナーも体調不良もあり，
店を 5 年ほど前に閉じて，NPO 法人も解散して
いる。その理由は地元の方が U ターンして高齢
者向けの生活支援サービス事業を立ち上げたのを
契機に，非地元の人間であるＭさんは撤退するよ
うに考えたからである。今後は，親の介護問題も
あり，行政で学んだノウハウを活かして行政と市
民の間に入って，地理的不便を抱える市民サービ

スの事業を起こしたいと考えている。

以上の 3 人の女性創業者と 1 人の女性公務員の
NPO 活動による創業を通して見えてくることを
以下の 3 つにまとめてみる。

第一に，やりたいことを仕事としではなく「ラ
イフワーク」として捉えていることである。T さ
んの「大人のごっこ遊び」，J さんの「このまま
の仕事で終わるのは嫌」，S さんの「やりたいこ
とはやった方がいい」，M さんの「文化祭のイベ
ント運営が好き」のように仕事の捉え方が生活手
段としてではなく，「生活を豊かにするもの」と
して捉えている。

それは，最初から存在しているわけではなく，
労働市場に入って，そこでの経験を通じて徐々に
作られている。アートに興味があること，パン作
りに興味を覚えたこと，カフェが好きなこと，文
化祭のようなイベントの裏方が好きなことなど，
これらが仕事として成立しつつある。ここで「成
立しつつある」というのは，パン製造販売や安定
収入がある公務員の 2 人以外は，先に見た 15 万
円，20 万円の壁は超えられていない。収入面で
は問題のない 2 人についても，これら事業に費や
す時間は長く，健康面では保障のある公務員と違
い，パン屋の場合については，リスクに備える工
夫が求められる。

第二に，人的ネットワークの重要性である。や
りたいことを実現するために仕事や地域を移動す
るなかで，高校時代の教員，ビジネスコンテスト
の受賞者や同業者，同窓生の知り合いなどが繋が
っている。こうしたネットワークに出合うのは，
実現したい具体的な事業があること，それは現在
の地元での生活に対する「問題意識」のなかで生
まれている。

その上で第三に，実際に事業を形にするために
一定の資本を融資してくれる仕組みである。ビジ
ネスコンテストをしている地域であれば行政の支
援や，行政と協力関係にある NPO や金融機関，
身近なところでは親が有力な支援者である。ただ
し，親に依存しない支援や互酬の仕組みが必要で
ある（石井 2016：61）。地域経済が衰退している
なかでは親の支援は期待しにくくなる。また，行
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政が持っている地域外からの情報や資源を活用で
きるか否かは，地元の仕事作りに大きく影響しう
る。

最後に付け加えて，これら創業者たちの事業の
特徴は現時点では，都市の資本と競争関係にない
ことである。市場経済を管理・統制することは困
難であるが，この影響が少ないなかでこれらの事
業は成立している。生活スタイルにあわせて労働
するディーセント・ワークの一形態として捉えら
れる一方，市場経済といかなる関係を作るのか，
多様な関係性について検討が必要である。

Ⅴ　地元就職率を上げるには？

1　高校・大学の就職指導の課題

本稿では，労働市場が流動化し貧困化リスクが
高まりやすくなるなかで，現在の仕事へ疑問を持
ち，やりがいをもとめて組織労働とは一線を画
し，雇われない働き方を模索している動きがある
ことをみてきた。

しかしながら，高校・大学の新卒者がいきなり
こうした選択肢をとることは困難である。高校・
大学ともに想定する出口は標準的なライフコース
であり，組織的な雇用労働である。この出口は高
卒・大卒とも教育成果で修正することは難しく，
労働市場の需要の論理で動いている 10）。この需
要に合わせた仕事の選択を若者は余儀なくされる
が，それを働きがいや，やりがいを持つように修
正していくのは今のところ，働く者の主体的行動
ではなく，企業が若者に配慮した労務管理を行う
ことにより優秀な人材を確保できるという人的資
源の観点から行われている。教育機関は入学者の
確保の観点からも，労働市場の需要状況に沿った
就職指導にならざるを得ない。ライフコース視点
から，働きがいや，やりがいある仕事を選択でき
るように支援することを学校に期待することは，
就職率や就職先がその学校の教育効果と捉えられ
ているなかでは困難である。

そのなかで仲（2018）は，衰退してきた日本の
自営業について，意識の面では自営業を選択した
いと考える人の比率は多いことを示し，それに

もかかわらず自営業が選択されない理由を「雇
用されて働く方がより暮らしやすいという人びと
の判断がある」（仲 2018：13）としている。玄田

（2004：232）は，自営業者が雇用者に比べ所得劣
化が起きていること，中高年雇用者に比べて若手
自営業は十分な保護や支援がなく，若手自営業者
の所得が伸びない結果，家族形成に悪影響を与え
ていることを懸念している。これは仁田（2011：
4-7）が指摘した自営業が雇用に代替され，その
なかで非正規雇用が成長していることと関係して
いる。さらに，野村（2014：246-247）は，自営業
が衰退した結果，学歴によって整序された人事管
理が雇用の世界で広がり，職業よりも学齢・学校
歴が重視され，自営業をライフコースとして選択
しにくくしているとみている。

地方の高校・大学が自営業の衰退を所与とし，
地元就職率を上げようとするならば，地元雇用の
世界に選択肢を縛ることになる。そこは，正社員
であっても，賃金は低く，労使関係も不安定であ
る「名ばかり正社員」的な仕事が多数存在してい
る 11）。そこでは，非正規の世界とは垣根はなく，
需要規模の大きな非正規の世界に流入してしま
う。この時，就職指導は，個人のライフコースと
しての選択という装いでありながらも，企業の一
時的マンパワー不足を解消することに引きずられ
てしまう。これを修正することを個人のレベルで
行うのは不可能に近い。

こうした労働市場関係のなかでは，若者が自立
したライフコースを獲得できぬまま，労働市場で
都合よく使われるにすぎない。労使関係の力関係
において弱い立場に置かれやすい若者，特に地方
の女性 12）は親という自立の基盤のある地方にま
た引き寄せられる。

2　自営セクターを排出する雇用・公共セクターの

役割

この時，神林（2017：335-336）の指摘に耳を傾
ける必要がある。「自営業の衰退は，社会全体で
みたときのフレキシビリティの減少をもたらして
いる」「その歪みは政府によるサービスによって
吸収されるしかなく，年金や介護，生活保護など
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の機能不全をもたらしつつある」としている。自
営業は玉石混交であり，貧しい不完全就業から，
輝かしい起業家までさまざまである。地方の自営
業は前者に近い事業体が多く，雇用の世界のオル
タナティブには今のところなりえない。

しかし，T さんはペンキ屋の雇用を経て，収入
が不安定な雑貨・古書販売をはじめてみたり，J
さんは公務員の安定雇用の時期を経て，売れる見
通しがないままパン屋に修行に行ったり，S さん
はホテルやコーヒーショップでの雇用を経て，カ
フェの創業計画を一切もたないまま，地元友人の
ネットワークで，創業まで漕ぎつけている。ま
た，公務員 M さんは公務員の安定雇用の傍ら，
地域住民を巻きこんだ不安定な仕事起こしを始め
ている。

これら事例に共通するのは，自営業的な働き方
をするには，それを実施するまでには一定の期間
が必要であることである。雇用・公務の世界に入
りつつ，若いうちに一定期間，雇用や公務で収入
を確保することで，徐々にやりたいことや働きが
いを見つけ出している。この 20 代から 30 代の若
年期の働きがいと自営創業といった方向づけを生
み出す仕組みについて検討を重ねる必要がある。

その際，労働市場には地域・学歴・性による格
差が存在していることを前提にしなければならな
い。しかしながら，労働市場をコントロールする
ことは困難である。この労働市場において地域・
学歴・性による階層化が進んでいることを自覚的
にとらえ，そこから自立的に行動する選択肢を用
意するとともに家族以外の生活支援の仕組みも用
意することが迂回的であるが，地方にも多様な選
択肢と多様な仕事ができる本来の「地方創生」に
なる。

本稿の分析から，地方若者をとりまく地方労働
市場は格差構造のなかにあり，地方に若者を残す
ことは，この格差構造に組み込むことをも意味す
る。そうした地方雇用セクターから距離を置く公
務員や医療・福祉などの地方公共セクターは，若
者の生活を安定させていく意味では魅力的なセク
ターである。しかし，官製ワーキングプア問題を
はじめこのセクターにも問題はあり，公共セクタ
ーのみが雇用セクター問題を緩和する受け皿にな

ることは難しい。そのなかで，自営セクターはも
う 1 つの選択肢であるが，それが生活を支える自
立手段に成長することも難しい。そのなかで強調
しておかなければならないのは，自営セクターが
残り 2 つのセクターと関係していることである。
事例でみたように自営セクターの前には，雇用・
公共セクターで地理的移動を経験しつつ，家族・
学校・仕事を媒介にした人的ネットワークで軌道
修正をし，事業に結びつけている。

本稿の知見をまとめていくと，「地方創生」に
おいて，地方の若者を支援するには，地方に若者
を残すという視点ではなく，若者が自営業にスピ
ンアウトするための雇用セクターや公共セクター
の基盤作りが重要であることが見えてくる。石井

（2018：93）では，地方における自営セクターの
役割として，「地方圏の人的，文化的ニーズを活
用しながら多様なニーズを掘り起こしている事業
体」としている。こうした自営セクターの役割は
所得や福利厚生の面から雇用・公共セクターと比
較すると選好されにくい。しかしながら，ライフ
コースとしての仕事に問題意識をもって雇用セク
ターや公共セクターを経るなかで，働きがいや，
やりがいある自営セクターが生まれることを本稿
では示唆した。一時点の労働需給に縛られないラ
イフコースをふまえた就職指導が重要である。

＊本稿は，科学研究費「地方圏の多様な就業・生活を支える『人
的つながり』と『多様な経済』に関する調査研究」（基盤研究

（B）19H01565，代表：石井まこと）の成果の一部である。

	 1）「地域若年問題研究会」として 2008 年から 2017 年にかけ
て研究会とインタビュー調査を行ってきた。筆者を代表とし
て計 8 名が参加し，そのまとめを石井・宮本・阿部編（2017）
として出版した。

	 2）「公共セクター」とは，「医療・介護職や公務員，農協職員
や NPO 職員など，利潤追求とは異なる原理の下で働く人」
で，「制度によって創り出される雇用」である（石井・宮本・
阿部編 2017：138）。

	 3）「地方自営セクター研究会」として 2016 年に筆者を代表と
して計 5 名で立ち上げ，現在 8 名で研究会および地方の自営
創業者を中心にしたインタビュー活動を実施している。

	 4）科学研究費「地方圏の多様な就業・生活を支える『人的つ
ながり』と『多様な経済』に関する調査研究」（基盤研究（B）
19H01565，代表：石井まこと）の申請文書からの引用。

	 5）本稿でのライフコース分析は様々な分野で行われているが，
本稿では中澤（2008）の地理的移動の視点を基本とし，後に
みる人的ネットワークによる支援を加味した分析を行ってい
る。

	 6）「就職氷河期世代支援プログラム」として「同世代の正規雇
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用者については，30 万人増やすことを目指す」とされている。
（「骨太の方針 2019」p.24）

	 7）ロスト・ジェネレーションの略で，バブル経済崩壊後に学
校を卒業し，就職活動をした世代を指す。1970 年代の第二次
ベビーブーマーの労働力供給圧力と労働市場の流動化が同時
進行した。労働・生活スキルやネットワークを確立する時期
に不安定なまま置き去りにされてきた若者たちであり，現在
は中高年層として貧困リスクを抱え続けている。

	 8）2019 年 3 月 13 日付「朝日新聞」において吉川徹（大阪大）
が「大学に進学にしない人は支援しないというメッセージを
発してしまうことになる」とのコメントは適切である。

	 9）雑貨・古書販売の T さんは 2016 年 6 月にインタビュー調
査を行い，それ以外の 3 件は 2020 年 2 月に実施している。

10）地方大学卒の学生を地方（県内）に就職させる「地（知）
の拠点⼤学による地⽅創生推進事業」は年間 40 億円程度の予
算を 2015 年度から最大 5 年間，ほぼ全国の地方国立大学と連
携する公立・私立大学につけている。運営交付金が減少する
なか，各大学にとって予算獲得という側面と，文部科学省に
とっても「地方創生」政策の一環として位置づけられてきた。
その際の申請条件には地元（県内）就職率を 10％程度引き上
げる事が求められている。地方の労働条件が大幅に改善され
るのであれば，数値の向上は期待できる。しかし，地方と都
市の賃金格差は開いている。また，地方においては仕事の種
類も限られている。こうしたなかで，地元就職率を引き上げ
ることは地方出身者を条件不利地域に張り付ける「格差助長
策」になりかねない。

11）高卒者の場合，初任給は 2019 年の『賃金構造基本統計調
査』において最も高い東京都 178.1 千円から最も低い沖縄県
145.1 千円の違いになっている。10 年前 2009 年の同調査でみ
ると東京都 170.6 千円，沖縄県 136.7 千円であり，この 10 年
間に東京で 7.5 千円，沖縄で 8.4 千円上昇しているが格差はほ
ぼかわらない。この間，政策的にコントロールされてきた最
低賃金が沖縄県では 2009 年 629 円が 2019 年 790 円と 10 年間
で 25.6％も増加し，市場原理で動く初任給との格差は縮小し
ており，正規と非正規の境界は分からなくなっている。また，
都市に脱出しても賃金は 3 万円程度しか増加せず，寮や住居
手当を出すようなことがなければ，地方高卒者が県外へでる
ことは難しく地方に張り付けられるなかで，最低賃金の意義
が高まっていることが分かる。

12）有志の学生団体「SAY（Safe Campus Youth Network）」
は 2019 年 11 月に「就活セクハラ」に対し緊急声明を発表し
た。大学のキャリアセンターでは就職活動を労使交渉とみる
視点はほとんどないため，問題は解決できないでいた。これ
に対し，この学生団体は就職活動を正しく労使関係として捉
え，それが片務的交渉であること，特に女性で不利なことを
明らかにした。
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